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３ 事務事業一覧 
 

 
 

施策１－１－１ 地域防災の推進 

H31 事業費 34,731 千円 国・道費 1,987 千円 市債・その他 1,497 千円 一般財源 31,247 千円 

施策の目標 
行政と市民、事業者、関係機関の連携による防災体制の整備や建物等の耐震化

の推進などにより、地域防災力の向上をはかります。 

総合評価 

 Ｂ 

市民実感度 

調査項目 
「地震や水害など、災害への備えが整っている」と思う市民の割合 

判 定 

 ｃ 
 

成   果   指   標 

指 標 値 自主防災組織数 基 準 値 22 組織 判定 

連合町内会を基本とする 33 区域において、設立された自主防災組織数。  
防災体制の充実を測る指標として設定します。 

実 績 値 26 組織(H29) 
ｃ 

H31 目標値  33 組織 

自主防災組織の訓練実施率 基 準 値 45.5% 判定 

1 年間に防災訓練等を実施した自主防災組織が、全自主防災組織に占める割合。 
防災体制の充実を測る指標として設定します。 

実 績 値 96.2%(H29) 
ａ 

H31 目標値  100.0% 

住宅の耐震化率 基 準 値 83.0% 判定 

昭和 56 年に改正された建築基準法に基づく耐震基準に適合する住宅戸数が、住宅総戸
数に占める割合。災害に強い都市づくりの進捗を測る指標として設定します。 

実 績 値 89.2%(H29) 
ｂ 

H31 目標値  90.0%以上 

特定建築物の耐震化率 基 準 値 73.7% 判定 
昭和 56 年に改正された建築基準法に基づく耐震基準に適合する特定建築物数（多数の
市民が利用する一定規模の建築物）が、特定建築物総数に占める割合。 
災害に強い都市づくりの進捗を測る指標として設定します。 

実 績 値 85.8(H29) 
ｂ 

H31 目標値  90.0%以上 

成 果 指 標 に よ る 判 定 ｂ 
 

基本事業 （１）防災意識の向上 

事務事業 防災意識普及啓発事業 担当課 総務部総務課、学校教育指導室 

事
業
の
目
的 

防災に関する情報提供や教育、実践的な防災

訓練などを通して、防災意識の向上をはかり

ます。 

主
な
事
業
内
容 

･各種防災訓練･防災講座の実施 

･防災啓発ＤＶＤの利活用 

･学校における防災教育の実施 

･ハザードマップの更新 

H31 事業費 7,526 千円 国・道費 1,500 千円 市債・その他 千円 一般財源 6,026 千円 
 

基本事業 （２）防災体制の充実 

事務事業 災害用備蓄品整備事業 担当課 総務部総務課 

事
業
の
目
的 

災害備蓄品を整備し、災害時に供給する生活

物資を確保します。 

主
な
事
業
内
容 

･非常食の更新 

･防災資機材の整備 

 

H31 事業費 1,009 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 1,009 千円 
  

施策１－１－１地域防災の推進 
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事務事業 地域防災広報・通信体制等整備事業 担当課 総務部総務課 

事
業
の
目
的 

災害・緊急時の広報・通信体制の充実や指定

避難所等の環境を整備し、非常時における情

報収集・提供等を行います。 
主
な
事
業
内
容 

･気象情報等の収集 

･地域防災無線等の維持管理 

･全国瞬時警報システム（Ｊアラート）受信

機の維持管理 

･電力供給が可能な電気自動車の導入 

･防災無線広野中継局の改修 

･指定避難所等の環境整備 

発電機配備、上下水道確保に向けた実施設計 

H31 事業費 10,195 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 10,195 千円 

事務事業 自主防災組織育成事業 担当課 総務部総務課 

事
業
の
目
的 

自主防災組織の育成や指導的役割を担う人

材の育成をすすめ、地域防災力の向上をはか

ります。 

主
な
事
業
内
容 

･自主防災組織の結成及び活動への支援 

H31 事業費 4,809 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 4,809 千円 

事務事業 防災事務 担当課 総務部総務課 

事
業
の
目
的 

防災関係機関との連携による防災体制の整

備のための事務を行います。 
主
な
事
業
内
容 

･帯広市防災会議の開催 

･防災活動に関わる住民団体や福祉団体等と

の意見交換会の開催 

 

H31 事業費 235 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 235 千円 

事務事業 避難場所掲示板整備事業 担当課 総務部総務課 

事
業
の
目
的 

避難場所掲示板の整備をすすめ、円滑な避難

誘導をはかります。 

主
な
事
業
内
容 

･消火栓に設置している避難所誘導掲示板等

の維持管理 

H31 事業費 71 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 71 千円 

事務事業 要援護者の避難支援体制整備事業 担当課 総務部総務課 

事
業
の
目
的 

要援護者の把握をすすめるとともに、地域な

どと協力し、避難支援体制を整備します。 主
な
事
業
内
容 

･おびひろ避難支援プラン(全体計画)の推進 

･おびひろ避難支援プラン(個別計画)の作成

支援 

･個別計画作成協議会の設立及び運営への支    

援 

･要援護者の避難訓練の実施 

H31 事業費 3,529 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 3,529 千円 

事務事業 量水器等維持管理業務（再掲 4-2-2-(2)） 

)） 
担当課 水道課 

事
業
の
目
的 

受水槽の無い避難所施設でも効果的な給水

が可能となるよう災害備蓄品を整備し、災害

時においても安全で安心できる給水環境を

確保します。 

主
な
事
業
内
容 

･災害対策備蓄資器材の充実 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 
                       

施策１－１－１地域防災の推進 
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基本事業 （３）災害に強い都市づくり 

事務事業 建築物耐震化推進事業 担当課 建築指導課 

事
業
の
目
的 

民間戸建て木造住宅の耐震診断、耐震改修支

援制度のＰＲ等を行い、住宅の耐震化を促進

します。 

主
な
事
業
内
容 

･建築物耐震化相談・無料耐震簡易診断の実 

施 

･制度ＰＲ用チラシの作成・配布 

 

H31 事業費 5 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 5 千円 
  

事務事業 民間木造住宅耐震診断・改修事業 担当課 建築指導課 

事
業
の
目
的 

民間戸建て木造住宅の耐震診断、耐震改修工

事、建替えを支援し、住宅の耐震化を促進し

ます。 

主
な
事
業
内
容 

･耐震診断・改修・建替えへの支援 

 

H31 事業費 750 千円 国・道費 487 千円 市債・その他 千円 一般財源 263 千円 

事務事業 民間大規模建築物耐震改修事業 担当課 建築指導課 

事
業
の
目
的 

耐震診断が義務化された民間大規模建築物

の耐震改修を支援し、民間大規模建築物の耐

震化を促進します。 

主
な
事
業
内
容 

･耐震診断が義務化された民間大規模建築物

の耐震改修への支援 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 消防出張所整備事業（再掲 1-1-2-(1)） 担当課 消防推進室 

事
業
の
目
的 

消防出張所の耐震化をすすめ、災害に強い消

防体制を整備します。 主
な
事
業
内
容 

･西出張所と緑ヶ丘出張所等の統合による

（仮称）柏林台出張所の整備 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 終末処理場施設改修事業（再掲 4-2-3-(1)） 担当課 下水道課 

事
業
の
目
的 

帯広川下水終末処理場の改修をすすめ、機能

の維持と災害に強い施設づくりをすすめま

す。 

主
な
事
業
内
容 

･施設改築、設備更新の実施設計 

･ストックマネジメント基本計画の策定 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 義務教育施設整備事業（再掲 6-1-2-(1)） 担当課 企画総務課 

事
業
の
目
的 

校舎、体育館の改築や耐震補強をすすめ、安

全で安心して学ぶことができる環境を整備

します。 

主
な
事
業
内
容 

･学校施設の長寿命化 

 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 救急医療対策事業（再掲 2-1-2-(2)） 担当課 健康推進課 

事
業
の
目
的 

休日夜間急病センターの運営により、夜間、

休日等でも安心して医療を受けられる環境

づくりをすすめます。 

主
な
事
業
内
容 

･休日夜間急病センターの運営 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 
 

施策１－１－１地域防災の推進 
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基本事業 （４）治水対策の促進 

事務事業 治水対策事業 担当課 管理課 

事
業
の
目
的 

十勝川流域水系の整備や適正な管理などを

国や道に要望し、治水対策を促進します。 

主
な
事
業
内
容 

･十勝川治水促進期成会を通した要望活動の

実施 

H31 事業費 140 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 140 千円 

事務事業 河川管理業務 担当課 管理課、道路維持課 

事
業
の
目
的 

河川を適切に管理し、洪水等の被害を防止し

ます。 

主
な
事
業
内
容 

･樋門樋管の点検管理 

･河川敷地の管理 

･河川敷地の支障木処理 

 

H31 事業費 6,462 千円 国・道費 千円 市債・その他 1,497 千円 一般財源 4,965 千円 

 

 

 

 

施策１－１－１地域防災の推進 
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施策１－１－２ 消防・救急の充実 

H31 事業費 1,881,941 千円 国・道費 千円 市債・その他 86,587 千円 一般財源 1,795,354 千円 

施策の目標 
消防・救急体制の充実とともに、行政と市民、事業者、関係機関が連携して、

防火活動や救急活動を行い、火災や事故などから市民の生命や財産を守ります。 

総合評価 

 Ａ 

市民実感度 

調査項目 
「消火活動や救急活動が迅速に行われている」と思う市民の割合 

判 定 

 ａ 
    

成   果   指   標 

指 標 値 人口１万人当たりの火災発生件数 基 準 値 3.7 件 判定 

帯広市における人口１万人当たりの１年間の火災発生件数。 
火災予防活動の成果を測る指標として設定します。 

実 績 値 1.9 件(H29) 
ａ 

H31 目標値  3.7 件 

防火活動の参加率 基 準 値 39.1% 判定 

１年間に避難訓練や消火訓練等の防火活動に参加した市民の割合。 
防火に関する意識の向上を測る指標として設定します。 

実 績 値 61.6%(H29) 
ａ 

H31 目標値  40.0% 

救命率 基 準 値 5.1% 判定 

心肺停止になった人が、救命措置を施され病院へ搬送後１ヵ月以上生存した割合。 
救急体制の充実を測る指標として設定します。 

実 績 値 7.5%(H29) 
ａ 

H31 目標値  5.1% 

応急手当普及講習の累計受講者数 基 準 値 － 判定 

応急手当普及講習受講者の H22 からの累計受講者数。 
救命率向上の取り組みの充実を測る指標として設定します。 

実 績 値 65,352 人(H29) 
ａ 

H31 目標値  42,000 人 

成 果 指 標 に よ る 判 定 ａ 
     

基本事業 （１）消防体制の充実 

事務事業 消防出張所整備事業 担当課 

消防課 

消防推進室 

事
業
の
目
的 

消防出張所の耐震化をすすめ、災害に強い消

防体制を整備します。 

主
な
事
業
内
容 

･西出張所と緑ヶ丘出張所等の統合による

（仮称）柏林台出張所の整備 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 消防車両整備事業 担当課 

消防課 

消防推進室 

事
業
の
目
的 

消防車両を更新し、消防力を充実します。 主
な
事
業
内
容 

･消防車両の更新  

 

H31 事業費 39,736 千円 国・道費 千円 市債・その他 36,600 千円 一般財源 3,136 千円 

事務事業 消防機器更新事業 担当課 

消防課 

消防推進室  

事
業
の
目
的 

消防機器を更新し、消防力を充実します。 主
な
事
業
内
容 

･消防機器の更新・整備 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

･消防団に係る消防機器の更新・整備 
 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 消防水利整備事業 担当課 

消防課 

消防推進室  

 事
業
の
目
的 

消火栓、防火水槽の新設、維持管理を行い、

消防水利を充実します。 

主
な
事
業
内
容 

･消火栓の更新・移設・修繕 

･消防水利の維持・管理 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

 
H31 事業費 42,241 千円 国・道費 千円 市債・その他 33,500 千円 一般財源 8,741 千円 

施策１－１－２消防・救急の充実 
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事務事業 通信指令業務 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

通信機器を適切に管理し、迅速な通信指令業

務をすすめます。 
主
な
事
業
内
容 

･通信指令装置の維持管理 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

 

 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 消防車両・装備管理業務 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

消防車両や装備を適切に管理し、消防体制を

維持します。 
主
な
事
業
内
容 

･消防車両・装備の維持管理 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

･消防団に係る消防車両・装備の維持管理 

 

H31 事業費 1,811 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 1,811 千円 

事務事業 消防隊員養成事業 担当課 消防推進室 

  

事
業
の
目
的 

専門教育機関への職員派遣などにより、消防

職員の職務能力を高め、消防力の向上をはか

ります。 

主
な
事
業
内
容 

･北海道消防学校等への派遣 

･各種資格者の養成 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 消防団活動促進事業 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

消防団員の確保、教育訓練により、地域防災

力の強化をはかります。 
主
な
事
業
内
容 

･消防団員確保に向けた普及啓発、研修会 

の実施 

･教育訓練、資機材等の整備 

 

H31 事業費 52,982 千円 国・道費 千円 市債・その他 11,012 千円 一般財源 41,970 千円 

事務事業 広域消防管理運営業務 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

管内自治体と連携し、消防に関する事務の共

同処理をすすめ、効率的な消防体制の充実を

はかります。 

主
な
事
業
内
容 

･とかち広域消防事務組合を通した消防に関

する事務の共同処理の推進 

H31 事業費 1,740,505 千円 国・道費 千円 市債・その他 2,563 千円 一般財源 1,737,942 千円 

事務事業 消防行政事務 担当課 消防推進室 

 

事
業
の
目
的 

消防庁舎および消防団詰所の適切な維持管

理などにより、消防体制を維持します。 主
な
事
業
内
容 

･消防庁舎の維持管理 

･消防行政に関する事務 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費の一部は「広域消防管理運営業務」に計上 

･消防団詰所の維持管理 

H31 事業費 4,666 千円 国・道費 千円 市債・その他 2,912 千円 一般財源 1,754 千円 
                 

施策１－１－２消防・救急の充実 
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基本事業 （２）救急体制の充実 

事務事業 救急高度化事業 担当課 消防推進室 

事
業
の
目
的 

救急隊員の養成や救急救命士の資格取得を

すすめ、救急体制を充実します。 
主
な
事
業
内
容 

･救急隊員の養成や救急救命士の特定行為の
資格取得 
･救急隊員・救急救命士の再教育 
･救命処置等に対する医師による事後検証 
（実施主体：とかち広域消防事務組合） 
※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

 H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 救急業務 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

資器材を適切に管理するとともに、医療機関

との連携などにより、救急業務を的確にすす

めます。 

主
な
事
業
内
容 

･一般救急用資器材の整備・管理 

･高度救命処置用資器材の整備・管理 

･救急車適正利用の周知啓発 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 救急車両・装備管理業務 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

救急車両や装備を適切に管理し、救急体制を

維持します。 

主
な
事
業
内
容 

･救急車両・装備の維持管理 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 応急知識普及事業 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

応急手当講習の開催により、救命処置の知識

を普及し、応急処置など初期対応力の向上を

はかります。 

主
な
事
業
内
容 

･一般救急講習の開催 

･普通救命講習の開催 

･患者等搬送事業者の認定 

･救命アシスト事業の推進 

･応急手当普及員の養成 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 
 

基本事業 （３）自主防火の促進 

事務事業 防火意識普及事業 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

防火意識の啓発により、市民の自主的な火災

予防を促進します。 主
な
事
業
内
容 

･市民防災フェスティバルの開催 

･住宅用火災警報器の設置促進 

･要配慮者世帯防火訪問の実施 

･幼年消防クラブの育成 

･消火・避難訓練の指導 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

事務事業 予防業務 担当課 消防推進室  

事
業
の
目
的 

事業所等における防火管理体制の充実など

により、火災予防を促進するとともに、消火

や避難・通報などの初期対応力の向上をはか

ります。 

主
な
事
業
内
容 

･防火・防災管理講習会の開催 

･防火対象物及び危険物施設の立入検査 

･火災原因調査 

･消防法令違反の防火対象物に対する違反処

理の実施 

（実施主体：とかち広域消防事務組合） 

※事業費は「広域消防管理運営業務」に計上 

H31 事業費 － 国・道費 － 市債・その他 － 一般財源 － 

施策１－１－２消防・救急の充実 
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施策１－２－１ 防犯の推進 

H31 事業費 68,365 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 68,365 千円 

施策の目標 
防犯意識の啓発や安全な生活環境の整備などにより、犯罪のない地域社会づく

りをすすめます。 

総合評価 

 Ａ 

市民実感度 

調査項目 
「日常生活において、犯罪に遭うことなく安心して暮らせる」と思う市民の割合 

判 定 

 ｂ 
 

成   果   指   標 

指 標 値 犯罪の発生件数 基 準 値 1,922 件 判定 

市内の 1年間の犯罪（刑法犯）発生件数。 
防犯の推進を測る指標として設定します。 

実 績 値 874 件(H29) 
ａ 

H31 目標値  1,540 件 

防犯灯の新設灯数 基 準 値 － 判定 

新設した防犯灯の H22 からの累計灯数。 
防犯の取り組みの充実を測る指標として設定します。 

実 績 値 1,270 灯(H29) 
ａ 

H31 目標値  675 灯 

成 果 指 標 に よ る 判 定 ａ 
 

基本事業 （１）防犯意識の啓発 

事務事業 学習機会提供事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

防犯に関する情報提供や自主的な学習活動

の促進により、市民の防犯意識の向上をはか

ります。 

主
な
事
業
内
容 

･防犯グッズ展の開催 

･防犯講話の開催 

H31 事業費 2,613 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 2,613 千円 

事務事業 広報啓発推進事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

防犯に関する街頭啓発活動や広報活動によ

り、市民の防犯意識の向上をはかります。 

主
な
事
業
内
容 

･公用車防犯パトロールの実施 

･街頭啓発活動の実施 

･防犯に関する広報活動の実施 

H31 事業費 54 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 54 千円 

事務事業 自主防犯活動支援事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

防犯関係団体の活動への支援により、地域に

おける自主的な防犯活動を促進します。 

主
な
事
業
内
容 

･防犯関係団体の活動への支援 

 

H31 事業費 4,958 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 4,958 千円 
  

基本事業 （２）防犯に配慮した生活環境の整備 

事務事業 防犯灯整備支援事業 担当課 市民活動推進課 

事
業
の
目
的 

防犯灯の新設や更新、維持管理を支援し、安

全な生活環境の整備を促進します。 

主
な
事
業
内
容 

･町内会の防犯灯新設・更新への支援 

･町内会の防犯灯維持への支援 

H31 事業費 60,740 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 60,740 千円 

 

 

施策１－２－１防犯の推進 
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施策１－２－２ 交通安全の推進 

H31 事業費 61,824 千円 国・道費 千円 市債・その他 9,000 千円 一般財源 52,824 千円 

施策の目標 
交通安全意識の啓発や交通環境の整備により、交通事故のない安全な地域社会

づくりをすすめます。 

総合評価 

 Ｂ 

市民実感度 

調査項目 

「日常生活において、交通事故に遭うことなく安心して暮らせる」と思う市民

の割合 

判 定 

 ｃ 
 

成   果   指   標 

指 標 値 交通事故の発生件数 基 準 値 834 件 判定 

市内における 1年間の交通事故発生件数。 
交通安全の推進を測る指標として設定します。 

実 績 値 347 件(H29) 
ａ 

H31 目標値  750 件 

交通安全教室の参加率 基 準 値 18.4% 判定 

市が実施する交通安全教室に参加した市民の割合。 
交通安全に関する意識の向上を測る指標として設定します。 

実 績 値 22.8%(H29) 
ａ 

H31 目標値  20.0% 

成 果 指 標 に よ る 判 定 ａ 
 

基本事業 （１）交通安全意識の啓発 

事務事業 交通安全教育推進事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

児童や高齢者等への交通安全教育をすすめ、

市民の交通安全意識の向上をはかります。 

主
な
事
業
内
容 

･交通安全教室の開催 

･交通安全誘導の実施 

 

H31 事業費 17,314 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 17,314 千円 

事務事業 交通安全運動推進事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

関係機関・団体と連携し、交通事故防止の啓

発活動などをすすめ、市民の交通安全意識の

向上をはかります。 

主
な
事
業
内
容 

･全市一斉街頭啓発の実施 

･自転車指導街頭啓発の実施 

･高齢者向け体験会・研修会の開催 

･交通安全市民会議の開催 

･交通安全に関する広報活動の実施 

H31 事業費 8,390 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 8,390 千円 
 

基本事業 （２）交通安全環境の整備 

事務事業 交通安全施設整備事業 担当課 安心安全推進課、土木課 

事
業
の
目
的 

学校周辺や危険箇所における、交通安全に関

する標識の設置や歩道の整備により、安全な

交通環境の整備をすすめます。 

主
な
事
業
内
容 

･幹線道路や生活道路における歩道の整備 

･信号機設置等の要望活動の実施 

･交通安全注意喚起看板の設置 

･通学路などの歩道の再整備 

H31 事業費 10,900 千円 国・道費 千円 市債・その他 9,000 千円 一般財源 1,900 千円 

事務事業 交通安全対策特別交付金対象事業 担当課 道路維持課 

事
業
の
目
的 

視線誘導標や区画線など、交付金を活用した

交通安全施設の設置により、安全な交通環境

を整備します。 

主
な
事
業
内
容 

･視線誘導標の設置 

･区画線の設置 

･横断歩道の改良 

H31 事業費 25,220 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 25,220 千円 

 

施策１－２－２交通安全の推進 
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施策１－２－３ 消費生活の向上 

H31 事業費 35,580 千円 国・道費 8,545 千円 市債・その他 1,075 千円 一般財源 25,960 千円 

施策の目標 
消費者への情報提供や相談機能の充実などにより、消費生活の安定・向上をは

かります。 

総合評価 

 Ｂ 

市民実感度 

調査項目 

「悪質な訪問販売や契約トラブルなどに遭うことなく、安全に消費生活を送れ

る」と思う市民の割合 

判 定 

 ｂ 
 

成   果   指   標 

指 標 値 消費者講座等の参加人数 基 準 値 3,300 人 判定 

市が実施する消費者講座等の１年間の参加人数。 
市民の消費生活に対する意識の向上を測る指標として設定します。 

実 績 値 4,683 人(H29) 
ａ 

H31 目標値  3,700 人 

消費生活相談の解決率 基 準 値 99.4% 判定 

帯広市消費生活アドバイスセンターにおける消費生活相談の解決率。 
消費生活相談機能の充実を測る指標として設定します。 

実 績 値 98.7%(H29) 
ｂ 

H31 目標値  99.6% 

不合格計量器の出現率 基 準 値 2.0% 判定 

定期検査対象計量器のうち不合格計量器数が占める割合。 
適正な取引を測る指標として設定します。 

実 績 値 0.2%(H29) 
ａ 

H31 目標値  1.4% 

成 果 指 標 に よ る 判 定 ａ 
 

基本事業 （１）消費生活への支援 

事務事業 消費者情報提供活動事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

消費生活に関する情報の収集・提供などによ

り、市民の安全で合理的な消費生活を支援し

ます。 

主
な
事
業
内
容 

･消費生活に関する情報提供 

･小売価格調査の実施 

H31 事業費 5,410 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 5,410 千円 

事務事業 消費者教育啓発活動事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

消費生活に関する講座や講演会の開催など

により、消費者被害の未然防止や合理的な消

費生活を促進します。 

主
な
事
業
内
容 

･消費生活に関する講座・講演会の開催 

･消費生活展の開催 

H31 事業費 462 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 462 千円 

事務事業 消費者活動促進事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

消費生活審議会の開催や消費者団体の自主

的な活動への支援などにより、消費生活の安

定と向上をはかります。 

主
な
事
業
内
容 

･消費生活審議会の開催 

･消費者団体の活動支援 

･次期消費生活基本計画の策定 

 

 
H31 事業費 1,905 千円 国・道費 千円 市債・その他 千円 一般財源 1,905 千円 
 

基本事業 （２）消費生活相談機能の充実 

事務事業 消費生活アドバイスセンター運営業務 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

消費生活相談や消費者講座の実施などによ

り、消費者被害の未然防止や消費生活の向上

をはかります。 

主
な
事
業
内
容 

･消費生活アドバイスセンターの運営 

･地域消費者講座の開催 

･消費生活相談員の資質向上 

･専門家による相談の実施 

･消費者被害防止啓発資料の作成・配布 

H31 事業費 23,402 千円 国・道費 8,545 千円 市債・その他 千円 一般財源 14,857 千円 

施策１－２－３消費生活の向上 
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基本事業 （３）適正な取引の促進 

事務事業 計量適正化推進事業 担当課 安心安全推進課 

事
業
の
目
的 

計量器や商品表示などの検査・指導により、

適正な取引を促進します。 

主
な
事
業
内
容 

･検査・指導の実施 

 

 

H31 事業費 4,401 千円 国・道費 千円 市債・その他 1,075 千円 一般財源 3,326 千円 

 

施策１－２－３消費生活の向上 


